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第１節　人材の確保

１　人手不足の実態について
⑴�　介護事業は「ヒト」の確保が基本となるので、「ヒト」が確保できなければ
せっかく仕事の受注があっても断るしかなくなります。中には人手不足による廃
業に追い込まれることもあり得ます。
　�　事例として、幹部職員の退職により連続して退職が続き、人手不足で利用者に
対するサービスが出来ず、事業譲渡に至った例もあります。

２　人材確保のポイント
⑴　求人活動
　ア�　現職・元職の者に知人に誰かいい人がないかと尋ねて声をかけることは多い

ようです。募集広告費用が節約できますし、人間性・性格・能力をある程度
チェックできるメリットがあります。

　イ　求人募集の誇大または虚偽表示等の問題については第２節４で論じます。
⑵　採用の考え方を変えること
　ア�　職員の「質」を確保するためには応募の「量」を確保し、一定の人数の中か

ら「選別」するという姿勢が必要です。しかし、近時は人手不足もあり、来る
者拒まず（拒めず）という考え方であまりチェックもせず即採用ということも
よく聞きます。

　イ�　チェックせずに採用してしまい、早期退職、問題行動（不良社員）によるト
ラブル処理が多くなることの方がコスト・損害が大きいということを考える必
要があります。要するに採用のコストとリスクをよく考えることです。この点
採用をあせらずしっかりした採用手続きと採用基準を準備し、履歴書等に基づ
く書類選考、役職者による面接、仕事の内容、特に仕事の負担大きさについて
の十分な説明を行うべきです。

　ウ�　採用の目的を明確にすることが必要であることについても認識を改める必要
があります。

第１章 採　　用
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第１章　採用

⑶　有利な労働条件
　�　他業界でも同じですが、一番の差別化は他社を上回る（家庭が持てる余裕のあ
るレベルの）労働条件の提示です。将来を考える経営者は、他社より明らかに良
い条件を設定・提示してよい人材を獲得しようと努力します。そのためには効率
経営を図ると同時に、自社の他社と異なる質の高さをアピールすることが必要で
す。
⑷　採用後の処遇
　�　早期離職を防ぐためには、仕事の負荷に対する配慮や採用後のフォローも大切
です。この点は第３章（処遇）でも述べます。
⑸　結婚のたとえ
　�　正社員の採用は長期雇用を前提としていて解消（解雇）が難しいことは「結
婚」と似ているので、つき合いから結婚に至るプロセスと比較してみて採用のあ
り方を考え直すことも必要です１。
　�　結婚生活を前提として（想定して）つき合い、お互いの相性を確認した上で末
永い共同生活を営むという点です。採用の場合、何回もデートを重ねるというよ
うな慎重で丁寧なことをしているでしょうか。大企業では内定までに様々の試み
をして能力・適性を判断していますが、中小企業も同じ発想でできるだけの努力
をすべきではないでしょうか。

（図表1-1-1）結婚のたとえ
比較 結婚 ⇔ 採用（雇用）

つき合い 見合い（紹介）恋愛 ≒ 面接

デートを重ねる（相性の確認） インターンシップ・有期雇用等の工夫

家族への紹介やお互いの家庭事情の
相性確認

× 確認不能・個人との相性のみ確認

合意 結納 ≒ 内定

入籍 ≒ 雇用契約

解消 合意 協議離婚・調停離婚 ≒ 合意解約（退職）

一方的解消 裁判離婚 × （労働者から）辞職の自由

× （使用者から）解雇権濫用法理

⑹　「再入社制度」の導入について
　�　近年、人手不足もあって一度退職した後に元の会社に復職する「再入社社員」
が見直されています。終身雇用が崩れていくなか、転職に対する社会的なイメー
ジが変わってきたことに伴い、元社員を積極的に受け入れるために「再入社制
度」を整える企業が増えています。会社とトラブルを発生させて退職した者でな

１　実際に100人くらいの規模の企業で６回面接（そのうち３回は社長面接）というところもあります。
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第１節　人材の確保

い限り、受け容れを図ることも今後人材確保策の１つとして大切です２。

３　解雇・雇止め等契約解消のハードルの高さの認識について
⑴�　一般的に「解雇」が難しいことは常識ですが、採用の時にこの点を十分認識し
て面接に当たっているでしょうか。また人事の制度設計もこの点を意識して行っ
ているでしょうか。ここでは「人を辞めさせる」場合のハードルの高さ（難し
さ）を理解していただきます。陸上のハードルや走り高跳びや棒高跳びのバーを
クリアすることの難しさをイメージしていただくとよいでしょう（（図表1-1-2、
3、4）参照）。
　ア�　採用時には「採用の自由」がありますから、特に合理的な理由がなくても不

採用とすることができます。
　イ�　内定取消しは、「解約権留保の趣旨、目的に照らして客観的に合理的と認め

られ社会通念上相当として是認することができる」場合に限り認められます。
ここで採用時にゼロであったのにいきなりハードルが高くなります。

　ウ�　試用期間中の留保解約権行使について、判例３は「解約権留保の趣旨・目的
に照らして、客観的に合理的な理由があり、社会通念上相当として是認されう
る場合」にのみ許されるとしています。これは内定取消と同様の表現ですが、
正式契約後のことですから、内容取消しよりハードルが高いと考えられます。

　エ�　期間満了まで残期間がある場合の期間途中の解雇については厳密にいうと期
間満了まで待って判断した場合より裁判所が厳しい判断をする４ので、ハード
ルは少し高いとみることができます。

　オ�　正社員を解雇する場合は解雇権濫用法理（労働契約法16条）の適用があり、
解雇は「客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない
場合」は解雇権濫用として無効になります。

　カ�　以上を整理すると「客観的合理的理由」の存在と「社会通念上相当」である
ことが必要であるという点が共通していますが、順にハードルが高くなってい
ます。この点を図表にすると（図表1-1-2）になります。

　キ�　特に時間の経過によりハードルが高くなるのでできるだけ早期に不良社員対
策が必要です５。

２　�福田敦之・人事実務2015年10月号・特集２、38頁以下では、以下の２社の事例を中心に再入社制度の有用性が述べ
られています。

　　①�ワークアプリケーションズ「カムバック・パス制度」（退職する社員に対して再入社の権利（パス）を与えるこ
とで、再度、同社へ復職することが可能となる制度。パス付与に際して、退職理由に制限はない）

　　② �NTT西日本「リ・チャレンジ採用」（一定の勤務実績のある人で、同社を退職した社員を採用する制度。多様な
能力・ノウハウやさまざまな経験を有する元社員を活用し、事業運営の活性化、イノベーションの喚起を図る）

３　三菱樹脂事件・最大判昭48.12.12労判189号16頁
４　�例えば医療法人財団健和会事件・東京地判平21.10.15労判999号54頁やニュース証券事件・東京高判平21.9.15労判991
号153頁。残期間中の改善は可能であったという判断をされるおそれがあります。（予防的労務管理87頁６）
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第１章　採用

（図表1-1-2）解雇のハードルの高さ（その１）各段階でのバーの高さ

・・・有期契約の期間途中解雇（やむを得ない事由）

・・・正社員解雇（解雇権濫用論）

・・・試用期間途中解雇

・・・試用期間終了時

・・・内定段階

・・・採用時0

100

（図表1-1-3）解雇のハードルの高さ（その２）時間の経過とハードルの高さ

0 採用面接 契約 正社員 時

内定

不採用

内定取消

試用期間期間途中

試用期間期間満了

100

解雇のハードルの高さ

⑵　有期雇用の場合について
　ア�　有期労働契約を期間途中で解約する場合は民法628条の「やむを得ない事

由６」が必要とされますが、これを前提として労働契約法17条１項は「使用者
は期間の定めのある労働契約について、やむを得ない事由がある場合でなけれ
ば、その契約期間が満了するまでの間において、労働者を解雇することができ
ない」と規定して、解雇を制限しています。

　イ�　以上の規制は期間の定めのない労働契約に関する解雇権濫用規制（労契法16
条）の解雇要件より厳格なものと解釈されています（土田679頁）。すなわち、
正社員の解雇よりさらにハードルが高いということです。これは社会常識

５　�尚、ハードルの高さについては、正社員の場合を100、採用面接時（不採用）をゼロにすると、他の場合を数値化
することは困難です。事例により考慮すべき諸事情が異なりますし、ケースバイケースというしかありません。こ
の点の分析をする文献もありません。

６　�期間の満了まで雇用を継続することが不当、不公平と認められるほどに重大な理由が生じたことを意味するとされ
ています（土田679条）。これは期間を定めて契約した以上その期間中は契約の拘束力を強くして一定の重大な事由
の発生を即時解約の要件としたものです。




